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統 審 議 第 ２ 号

平 成 1 6 年 ３ 月 1 2 日

総 務 大 臣

麻 生 太 郎 殿

統計審議会会長

竹 内 啓

諮問第294号の答申

2005年農林業センサスの計画について

農林水産省は、平成17年に実施を予定している2005年農林業センサス（指定統計第26号

を作成するための調査）について、農林業の基本的構造を経営体を基礎としてより的確に

把握するため、形態別に分かれていた事業体に係る調査を統合し農林業経営体調査に再編

成するとともに、農山村地域における農地、森林等の資源の実態を一体的に把握するため、

農業と林業に分かれていた地域に係る調査を統合し農山村地域調査に再編成することを計

画している。また、これに併せて調査系統の整理及び調査対象・調査事項の見直しを行う

ことを計画している。さらに、林業及び地域に係る調査については、従来10年周期で行わ

れていたものを５年周期で実施することを計画している。

本審議会は、今回の改正計画全般について、諮問第260号の答申（一）及び（二 「2000）

年世界農林業センサスの計画について」等を踏まえ審議した結果、下記の結論を得たので

答申する。

記

１ 今回の改正計画

(1) 調査体系の整備

ア 農林業センサスの調査体系の再編成

農林水産省は、食料・農業・農村基本法（平成11年法律第106号）に基づく｢食

料・農業・農村基本計画｣（平成12年３月24日閣議決定）及び森林・林業基本法

（平成13年法律第107号）に基づく｢森林・林業基本計画｣(平成13年10月26日閣議決

定)の見直しに向けた取組の中で、効率的かつ安定的な農林業経営の育成等を図る

ことを中心とした各種施策に必要な統計の整備を希求しており、特に、農林業の担

い手の確保や経営の実態を的確に把握する基本的な統計の整備を必要としている。

このため、2005年農林業センサス（以下「本センサス」という ）においては、。

これまでの農家・林家という世帯を対象として実態を把握する調査から、農林業の

経営に焦点を当てた調査に転換するとともに、法人化や組織化の動きを的確に把握
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するため、調査体系、調査対象、調査事項等を抜本的に見直すことを計画している。

すなわち、本センサスについては、①2000年世界農林業センサス（以下「前回セン

サス」という ）までの農業事業体に関する三つの調査（農家調査、農家以外の農。

業事業体調査、農業サービス事業体調査）と林業事業体に関する三つの調査（林家

調査、林家以外の林業事業体調査、林業サービス事業体等調査）を統合して「農林

業経営体」を調査単位とした「農林業経営体調査」に一本化するとともに、②農業

と林業に関する二つの地域調査（農業集落調査、林業地域調査）についても統合し

て「農山村地域調査」とし、二つの調査票で構成される調査とすることとしている。

また、調査周期については、両基本計画の５年ごとの見直しに合わせて、従来10

年周期で行っていた林業及び地域に係る調査について、５年周期で実施することと

している。

農林業経営体調査は、前回センサスでは個別の調査票で調査されていた農家・林

家及び法人等について、農林業の経済活動を同一調査票で一元的に把握するもので

あり、農林業の生産活動に係る産業統計の整備を図るとともに、農林業の基本構造

の把握、農林水産省が実施する各種統計調査のための母集団情報の提供等、センサ

スの主要な役割を維持するものと評価できる。また、農山村地域調査は、農山村地

域の実態を一つの調査で総合的に把握するものと評価でき、農林業経営体及び農山

村地域に関する調査を５年周期で実施することについては、基本計画の見直しに対

応したものであり、おおむね適当と認められる。

今回の調査体系の見直しによって、本センサスにより作成される統計は、①農林

業の生産活動や経営に関する産業統計、②農家・林家に関する世帯統計及び③農山

村に関する地域統計に大別・整理され、結果利用に際しての使い勝手や分かりやす

さが大きく向上するものと期待できる。

イ 農林業経営体調査の産業統計としての整備

本センサスが、｢農林業経営体｣を調査単位とした調査に移行することについては、

前回センサスまでの事業体を調査単位とした調査と比較して、他の産業統計の調査

単位である「事業所」に近い概念によって調査されることとなり、他の産業統計と

の整合性が高まるとともに、農林業の生産活動や経営をより重視した産業統計とし

て整備を図るものであると考えられ、おおむね適当と認められる。

なお、今回の「農林業経営体」という新たな概念・定義に基づく調査は、本セン

サスにおいて初めて実施されるが、これまでに行われた試験調査では、農林業経営

体についての概念・定義に基づく調査の可能性を十分には検証できていないことか

ら、報告者のみならず実査を担当する地方公共団体において、調査対象の捕捉や実

査に当たって、戸惑いや混乱が発生することが危惧される。

したがって、本センサスの実施に先立ち、ごく小規模であっても農林業経営体調

査に係る試験調査を実施し、その結果に基づいて、必要に応じて調査票の設問を見

直し、手引の作成等を行う必要がある。

ウ 農山村地域調査の整備

農山村地域調査は、農地、森林等の資源量と活用の状況を一体的に把握するため、

これまで農業と林業に区分してとらえていた地域に係る調査を統合し、市町村及び
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農業集落別の調査とするものであるが、前回センサスで調査された農山村の集落機

能やコミュニティ活動等については、平成17年度に標本調査として実施を予定して

いる農村集落調査（仮称 （統計報告の徴集）で把握する計画である。）

これについては、農山村地域の多面的機能を一体的に把握することを可能とする

ことに加えて、前回センサスの｢林業地域調査票Ａ｣における調査を行政記録、業務

資料等の活用で代替する等、調査の大幅な簡素化・効率化を図りながら、必要な情

報を得るという調査の体系となっており、適当と認められる。

また、集落機能やコミュニティ活動等の実態を別途の農村集落調査で把握するこ

とについても、前回センサスに係る統計審議会答申を踏まえた改正であり、おおむ

ね適当と認められる。

(2) 調査対象の概念・定義・範囲

ア 農林業経営体の概念・定義

「農林業経営体」の概念・定義については 「①農林産物の生産又は委託を受け、

て農林業作業を行い、②生産（作業）に係る面積・頭数が一定規模以上で、かつ③

他の経営体とは独立して管理運営を行っている経済活動の単位」とする計画である。

また、農家に係る調査で一世帯に複数経営体が存在するか否かの判定は 「①部門、

があり、それぞれに責任者がいるか、②それぞれの部門の責任者が、生産、作付け

等の意思決定を行っているかどうか、③収支が独立しているかどうか」を基準とす

ることとしている。

しかしながら、これについては、①家計と経営が未分離の農家が多いと考えられ、

世帯内でそれぞれが独立して管理運営を行っているか否かということの厳密な判定

は困難であると考えられること、②部門の定義が困難であり、複数部門の有無の判

定も調査員の判断に左右されるおそれがあること、③責任者の意思決定や収支の独

立の有無についても、調査員によって判定結果が変わるおそれがあること、また、

④農林家以外の組織経営体についても同一の定義が適用されるため、｢他の経営体

とは独立して管理運営を行う。｣とすると、多角経営を行う法人の場合には定義が

当てはまりにくいこと等の問題が残る。

したがって、農林業経営体については 「①農林産物の生産又は委託を受けて農、

林業作業を行い、②生産又は作業に係る面積・頭数が一定規模以上の農林業生産活

動を行う者（組織の場合は代表者 」とし、また、農家に係る調査で一世帯複数経）

営の場合の判定は、外形基準による判定後 「①独立した経営責任者が複数存在す、

る、②それぞれの収支に独立性が認められる 」とされた場合に、複数の経営体が。

あるとすることが適当である。また、部門については、その定義が困難であること

等から判定基準としないことが適当である。

なお、農林業経営体の概念・定義に該当する調査対象を的確に捕捉するため、一

世帯複数経営とする場合の判定基準等について 「調査の手引」に分かりやすく記、

述する必要がある。

イ 農林業経営体の外形基準

本センサスの調査対象となる「農林業経営体」の範囲については、生産規模又は

作業規模に基づき決定することとし、外形基準が、①農業生産を行う場合にあって
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は、経営耕地面積30アール以上又は部門別に設定する経営規模（作付け面積、飼養

頭羽数等）以上であること、②林産物の生産を行う場合にあっては、保有山林面積

が３ヘクタール以上であり、かつ、過去５年間に林業作業を行ったもの又は調査実

施年をその計画期間に含む森林施業計画を作成しているもの等とする計画である。

農業生産の外形基準については、販売農家であるか否かを判断する指標として、

統計の安定性・継続性を確保する観点から、農産物価格の変動に左右される従来の

農産物販売金額に代わる物的指標として、今回初めて導入するものであるが、前回

センサスに係る統計審議会答申を踏まえた改正であり、適当と認められる。

ウ 自給的農家等の把握

前回センサスでは簡略化した調査票により調査していた自給的農家等については、

本センサスでは実査を行わないが、農家・林家（世帯）に関する統計を引き続き作

成するため 「調査客体候補名簿」により自給的農家に係る戸数、世帯員数、経営、

耕地面積等を把握する計画である。

これについては、自給的農家等を実査の対象範囲とはしないが、調査客体候補名

簿の情報を利用して農家・林家に関する必要な統計を作成・提供するものであり、

適当と認められる。

エ 農業集落の範囲

農山村地域調査の調査対象である農業集落については、その範囲の全部が市街化

区域に該当する集落は、本センサスの調査対象から除外する計画である。

これについては、調査の簡素・効率化の観点から、おおむね適当である。

しかしながら、近年、農業集落において農家と非農家の混住化が進行しており、

今後の的確な施策展開の基礎資料とするためには、集落の範囲と現況を照合の上、

集落の状況の変化をみながら、集落の範囲の見直しと認定を適切に行う必要がある。

(3) 調査票及び調査事項

ア 農林業経営体調査

(ア) 調査票の設計

農林業経営体調査票については、前回センサスにおいて調査対象ごとに異なっ

ていた調査事項の共通化をできるだけ図り、一種類の調査票で調査する計画であ

る。

しかしながら、このことにより、今回調査票は、報告者が農業か林業かの別、

個人か法人等かの別によって記入箇所が異なっており、報告者の正確な記入の確

保と負担の軽減を図るため、記入箇所の案内表示、色分け、設問の配置、調査票

の設計等について改善を図るとともに、分かりやすい記入の手引を作成する必要

がある。

(イ) 世帯に関する調査事項

世帯に関する調査事項については、前回センサスと同様、農家・林家について、

世帯員の構成、就業状況等を調査する計画であるが、本センサスの統計の連続性

を確保する必要があることから、おおむね適当と認められる。

しかしながら、他の世帯統計との整合性確保と本センサスの利用・分析の充実

を図るため 「世帯主との続柄」については、国勢調査の分類区分に準じること、
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が適当である。一方、これにより把握されることとなる経営者及び後継者の配偶

者であるか否かの事項は削除することが適当である。

(ウ) 農業経営に関する事項

農業経営に関する事項については、前回センサスの各事業体に係る調査事項に

ついて共通化するとともに、必要に応じて追加又は削除する計画であるが、報告

者の正確な記入の確保、センサスとしての農林業活動の基本構造の把握、他の統

計調査のための母集団情報の提供等の要請を踏まえ、以下の事項について見直す

必要がある。

① 報告者の正確な記入を確保するため、ⅰ）調査票に「農林業」と「農業」の

用語が混在している箇所について、それぞれの用語の説明を明確化すること、

ⅱ)一世帯複数経営の場合における各経営体の土地面積の記入については、重

複計上と記入漏れがないよう「所有面積 「借入面積 「経営耕地面積」等の」、 」、

定義を明確化すること、ⅲ）さらに、農業用機械についても、実利用台数の報

告が得られるよう「利用台数」の定義を明確化すること、ⅳ 「農家民宿 、） 」

「農家レストラン」等の農業生産関連事業に係る用語について、一般の民宿・

レストランと混同されないよう定義を明確化すること。

② 「環境保全型農業への取組」については、他統計調査の母集団情報を整備す

るため、農薬、肥料等に係る取組の有無を把握すること。

③ 「農産物の加工 「農家民宿」及び「農家レストラン」で使用される原材料」、

に関する事項については、全数調査として把握すべき事項とは考えられないの

で削除すること。

④ 「農業労働力」の年間従事日数別の把握について、報告者負担軽減の観点か

ら 「常雇い 「臨時雇い」及び「手間替え・ゆい・手伝い」については、実、 」、

人数と従事日数の合計の把握にとどめること。

⑤ 「農産物の出荷先」については、生産流通の多様化の実態をとらえ、他統計

調査の母集団情報を整備するため、すべての出荷先と出荷金額の最も多い出荷

先に区分して把握すること。

⑥ 農産物の販売金額については、紛れが生じないよう「農産物の販売金額（粗

収益 」での把握ではなく 「農産物の販売金額（売上高 」での把握に変更す） 、 ）

ること。

(エ) 林業経営に関する事項

林業経営に関する事項については、調査票の統合に伴い、農業経営と同様、

「自営林業に従事した日数 「林産物の販売金額(粗収益)」等を追加する計画で」、

あるが、販売金額の把握については、｢林産物の販売金額(売上高)｣とする必要が

ある。また、山林保有の会社の主業は、その保有構造が分かる区分で把握するこ

とが適当である。

イ 農山村地域調査

「地域資源を活用した交流事業の取組」については、その有無のみを把握する計

画であるが、他の統計調査の母集団情報の的確な把握等に資するため 「交流事業、

のタイプ別取組状況」を把握することが適当である。
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また 「地域資源を活用した施設の利用者数」のうち、観光農園、農家民宿及び、

農家レストランについては、市区町村での正確な把握が困難と考えられるため、農

林業経営体調査票において事業者から直接把握することが適当である。

なお 「棚田 「谷地田」等の地域資源に係る用語 「産地直売所」等の地域資源、 」、 、

を活用した施設に係る用語については、定義を明確化し、報告者の正確な記入を確

保する必要がある。

(4) 調査系統及び調査方法

調査系統及び調査方法については、調査票の統合に伴って、調査系統についても統

合を行い、農林業経営体調査は地方公共団体経由の調査員調査に、農山村地域調査は

農林水産省地方統計組織経由の職員調査にする計画である。

これについては 「国の行政組織等の減量、効率化等に関する基本的計画 （平成11、 」

年４月閣議決定）の指摘に沿った改正を行うものであり、おおむね適当と認められる。

(5) 集計・公表

、 、本センサスの集計については 「農林業経営体」を表章の単位として、経営組織別

事業収入別等の結果表章を行うほか、従来の「世帯」をベースにした農家・林家の結

果表章を行う計画である。また、本センサスの結果については、国勢調査等他の調査

結果及び調査区情報等と合わせて、地域データベースを整備することとしている。

これについては、新たに農林業に関する統計の充実が期待されるほか、データベー

スの整備により、農山村の混住化の実態、地域属性等の多角的な集計・分析及び他の

産業統計と合わせた総合的な分析が可能となることから、適当と認められる。

２ 今後の課題

(1) 調査対象の概念・定義・範囲の検討

農林業経営体調査については、今回、産業統計としての整備の方向を目指し、調査

単位の概念・定義を変更し、併せて調査事項等を見直しているが、今後の産業統計と

しての性格付けをより一層高めるため、調査対象の概念・定義について、引き続き検

討することが必要である。

なお、農林業経営体を調査単位とする調査の正確性、有効性について、今回の調査

結果を踏まえ、十分検証することが必要である。

(2) 調査の重点化・簡素効率化の一層の推進

今回のセンサスについては、調査票の統合により調査事項の全体としての簡素化、

調査系統の一元化等が図られているものの、その結果として一つの調査票の調査事項

数が多くなっている。これについては、今回の調査結果を踏まえ、指定統計調査とし

て全数把握すべき事項を精査し、調査の重点化・簡素効率化を図ることが必要と考え

られる。

取り分け、今回、林業に関する調査を５年周期で実施することとしたが、林業に関

する調査事項については、林業をめぐる諸情勢、施策の展開の動向等をみながら、そ

の重点化・簡素化を検討することが必要である。

(3) 他の産業統計等とのデータリンケージによる統計の整備

農林業経営体調査については、農林業経営体のうち会社等の法人を対象とした調査
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についても、調査内容が農林業に係る生産活動に限られており、当該法人に係る属性

事項は必ずしも調査されていない。法人における農林業の経済活動の実態は、法人の

開設年や資本金等の組織属性に加えて、法人の経済活動の全容と対比することによっ

て的確に把握できることとなると考えられる。

したがって、農林業経営体調査のうち法人については、事業所・企業統計調査等と

のデータリンケージを行い、必要な統計整備を図るよう検討することが必要である。


